
トップメッセージ

東京証券取引所が要請する資本コストや株価を意識した経営をどのように実現していきますか。Q
A 資本コストや資産効率を意識しながら、まずは、足元の収益性を高めるとともに、当社グループが将来に

亘って、持続的に成長していく道筋をしっかりとお示ししていくことが重要と考えています。

　当社グループは、経営目標にROA・ROEを掲げ、資産
効率の向上を意識して資本コストを上回る利益の継続的
な確保や資本コストの低減に取り組むとともに、財務の健
全性を維持しながら、株主の皆さまからお預かりした株主
資本の効率向上にも留意した事業経営を進めてまいりま
した。これは、東京証券取引所が上場企業に要請している
資本コストや株価を意識した経営に沿ったものであると認
識しています。
燃料価格の高騰影響などにより、近年、厳しい経営状況

にありましたが、電気事業については、お客さまのご理解
を得ながら電気料金を一通り見直したことで、経営の正常
化に目途が付きました。今後は、発電・小売の其々で、事
業基盤の回復を図りながら収益性を高めていくとともに、
堅調な電気事業以外の事業と併せて、当社グループが将
来に亘って持続的に成長していく道筋をしっかりお示しし
ていくことが重要と考えており、引き続き、資本コストや
資産効率を意識しながら、株主・投資家の皆さまの期待に
応えてまいります。

今後の資本政策、株主還元方針についてお聞かせください。Q
A 財務体質を着実に改善しながら、中期経営計画の最終年度となる2025年度までに、年間50円配当の実

現を目指してまいります。

株主還元については、安定的な配当の実施を基本に、
業績水準や財務状況、中長期的な事業環境などを総合的
に勘案して判断しています。
近年の経営状況を反映して財務体質が毀損しており、

2022年度末の連結自己資本比率は18.3％となりました
が、2023年度からは、電気事業経営の正常化により営業
キャッシュフローが回復すること、また、電気事業の大型
投資が終了することでフリーキャッシュフローが黒字化す
ることから、今後は有利子負債が減少して財務体質が改
善していく局面に移行します。
このため、財務体質の着実な改善を図りながら、並行し
て配当を安定的に実施し、中期経営計画の最終年度とな
る2025年度までに連結経常利益350億円を達成し、電
気事業と電気事業以外の事業で目標利益を1/2ずつ持続
的に確保できるようにしていくことで、年間50円配当の
実現を目指してまいります。

株主・投資家の皆さまには、当社グループの事業活動
について、引き続きご理解・ご支援を賜りますよう、お願
い申し上げます。

事業活動による価値創造

●電気事業
・P.31　発電
・P.37　販売
・P.39　送配電

●電気事業以外の事業
・P.42　成長事業の拡大
・P.45　新たな事業・サービスの提供

■ 当社グループは、四国地域を事業基盤とし、お客さまの暮らしを支えるマルチユーティリティ企業グループ
として、持続的な企業価値向上を目指した事業運営を行っています。

■ 事業運営に際しては、2030年度を見据えたグループビジョンに基づき、電気事業と電気事業以外の事業毎
に目標・方針を定め、その実現に向けて、グループ一丸となって取り組んでいます。
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電気事業
中核事業である電気事業においては、発電・電力販売・送配電のそれぞれの分野ごとに収益性向上を図りつつ、
電力の安定供給とGXの実現に向けた取り組みを進めていきます。

事業活動による価値創造

発電 販売

送配電

P.31－40参照

（年度）

（年度）2012～2021
平均実績

2030
目標

2022
実績

2023
目標

1.2％
2022
実績

7.0％

0％

30万kW
50万kW

（年度）2023～2027
目標

2022
実績

0.6万kW 0.7万kW以下

※ ［　］は伊方3号機

※ 定期事業者検査等を除き、計画外で停止した割合

事業運営方針 目標

火力発電所の計画外停止率※

国内外の再生可能エネルギーの新規開発

2020
実績

17万kW

年間停電量※

2017～2021
平均実績

0.7万kW

P.31－36参照
発電 （原子力・再エネ・火力・需給運用）

販売 （小売・卸売）

送配電

●小売販売におけるアカウント営業、コンサルティング活動による関係性強化

●小売販売におけるお客さま満足度の向上、住宅電化の促進

●卸販売における収益の最大化

●太陽光PPA事業などによる収益機会の拡大

小売販売については、新たな料金プランのもと、お客さまとの一層の関係性強化や電化
の推進に取り組みます。卸販売については、燃料価格や卸電力市場価格の動向を勘案し
ながら、収益の最大化を図っていきます。

●原子力発電所の安全・安定運転

●再生可能エネルギーの新規開発

●火力発電所の安定運転、低炭素化・脱炭素化の推進

●安定的な燃料調達と需給運用における最経済化の追求

電源設備の低炭素化・脱炭素化を図りながら、事業基盤の強化に向けた取り組みを進め
ていきます。

●供給信頼度の維持とコスト効率化の両立

●需給バランスの維持に向けた対応

供給信頼度を維持するために必要な投資の実施とコスト効率化の両立を図るとともに、
増加する太陽光などの再生可能エネルギーを最大限活用していきます。

P.37－38参照

P.39参照

2020
実績

38％
［0％］

発電設備利用率（揚水除き）

（年度）2030
目標

2022
実績

54％
［92.4％］

［0.4分/年］
［0.4分/年］ ［0.4分/年以下］

55％
［国内トップ水準］

2020
実績

280億
kWh

総販売電力量※

(四国電力送配電㈱による販売分を除く) 

（年度）2030
目標

2022
実績

314億
kWh 300億

kWh

2020
実績

214億
kWh

域内小売販売電力量　　

（年度）2025
目標

2022
実績

221億
kWh 210億

kWh

※ 域内外小売販売電力量＋卸販売電力量

※ 自然災害や作業停電を除いた年間停電量

エネルギー価格の高騰等に伴う
事業環境変化で一時的に増加

エネルギー価格の高騰等に伴う
事業環境変化で一時的に増加

契約切替等の影響を
最小限に留める前提
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電気事業
中核事業である電気事業においては、発電・電力販売・送配電のそれぞれの分野ごとに収益性向上を図りつつ、
電力の安定供給とGXの実現に向けた取り組みを進めていきます。

事業活動による価値創造

発電 販売

送配電

P.31－40参照

（年度）

（年度）2012～2021
平均実績

2030
目標

2022
実績

2023
目標

1.2％
2022
実績

7.0％

0％

30万kW
50万kW

（年度）2023～2027
目標

2022
実績

0.6万kW 0.7万kW以下

※ ［　］は伊方3号機

※ 定期事業者検査等を除き、計画外で停止した割合

事業運営方針 目標

火力発電所の計画外停止率※

国内外の再生可能エネルギーの新規開発

2020
実績

17万kW

年間停電量※

2017～2021
平均実績

0.7万kW

P.31－36参照
発電（原子力・再エネ・火力・需給運用）

販売（小売・卸売）

送配電

● 小売販売におけるアカウント営業、コンサルティング活動による関係性強化

● 小売販売におけるお客さま満足度の向上、住宅電化の促進

● 卸販売における収益の最大化

● 太陽光PPA事業などによる収益機会の拡大

小売販売については、新たな料金プランのもと、お客さまとの一層の関係性強化や電化
の推進に取り組みます。卸販売については、燃料価格や卸電力市場価格の動向を勘案し
ながら、収益の最大化を図っていきます。

● 原子力発電所の安全・安定運転

● 再生可能エネルギーの新規開発

● 火力発電所の安定運転、低炭素化・脱炭素化の推進

● 安定的な燃料調達と需給運用における最経済化の追求

電源設備の低炭素化・脱炭素化を図りながら、事業基盤の強化に向けた取り組みを進め
ていきます。

● 供給信頼度の維持とコスト効率化の両立

● 需給バランスの維持に向けた対応

供給信頼度を維持するために必要な投資の実施とコスト効率化の両立を図るとともに、
増加する太陽光などの再生可能エネルギーを最大限活用していきます。

P.37－38参照

P.39参照

2020
実績

38％
［0％］

発電設備利用率（揚水除き） 

（年度）2030
目標

2022
実績

54％
［92.4％］

［0.4分/年］
［0.4分/年］ ［0.4分/年以下］

55％
［国内トップ水準］

2020
実績

280億
kWh

総販売電力量※

(四国電力送配電㈱による販売分を除く) 

（年度）2030
目標

2022
実績

314億
kWh 300億

kWh

2020
実績

214億
kWh

域内小売販売電力量　　

（年度）2025
目標

2022
実績

221億
kWh 210億

kWh

※ 域内外小売販売電力量＋卸販売電力量

※ 自然災害や作業停電を除いた年間停電量

エネルギー価格の高騰等に伴う
事業環境変化で一時的に増加

エネルギー価格の高騰等に伴う
事業環境変化で一時的に増加

契約切替等の影響を
最小限に留める前提
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電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

　我が国は、第6次エネルギー基本計画（2021年10月閣議決定）で「2050年カーボンニュートラルの実現」や「2030年度に
温室効果ガス排出量を2013年度から46％削減する目標（NDC：国別温室効果ガス削減目標）」を掲げています。また、
2023年2月には、国際情勢の変化を踏まえて、エネルギーの安定供給確保を大前提に脱炭素社会の実現を目指す「GX実現
に向けた基本方針」を閣議決定し、同年5月には関連法案が成立しました。
　当社は、こうした国の方針を踏まえ、2030年度の小売部門からのCO₂排出量を2013年度から50％削減する目標を掲げ、
電力の安定供給とGX実現に向けて、特定の電源に過度に依存しないバランスのよい電源構成を目指しています。

伊方発電所では、運転中、24時間体制で設備の運転監
視や巡視を実施するほか、13ヵ月以内に1回、運転を停止
し、法定の定期検査を行っています。定期検査では、最大
で通常の1.5倍となる約2,500人の作業員が発電所構内
で働き、原子炉本体をはじめ、燃料を取り扱う設備や原子
炉を格納・冷却する設備などが法令の技術基準を満たして
いるかどうか、分解点検や試運転などを通じて集中的に確
認しています。
このように計画的な運転管理・保全を実施することで、
安全・安定運転を継続しています。

事故対応要員の習熟度を高める観点から、個々の対応
手順毎に実施する「個別訓練」と、関係箇所が一体となり
実施する「総合訓練」を反復的に実施しています。総合訓練
では、参加者に発生事象を伏せる「シナリオ非提示型」で実
施することで、変化する状況に冷静かつ適切に対処できる
スキルの向上を図っています。
また、原子力災害への備えとして、日本の原子力事業者
12社間および西日本の電力5社間で、相互に要員派遣や
資機材貸与等の支援を行う協定を締結し、災害対応体制を
強化するとともに、合同で訓練等を実施しています。

再生可能エネルギー

• 脱炭素でエネルギー安
全保障にも寄与できる
有望な電源

•長期的なエネルギー需
給構造の安定性に寄与
する重要なベースロー
ド電源

•化石燃料のなかでCO2
排出量が最も少ない

•再生可能エネルギーの
出力調整に中心的役割
を果たす電源

• CO2排出量は多いが、燃
料の供給安定性や経済
性に優れた重要な電源

•今後は、再生可能エネ
ルギーの調整電源とし
ての役割も期待される

•調達に係る地政学リス
クは高いが、可搬性や
備蓄性に優れた電源

•可能な限り依存度を低
減しながら、安全性の
確保を大前提に、必要
な規模の持続的活用を
図る

•Ｓ+３Ｅを大前提に、主力
電源化を徹底する

•国民負担の抑制と地域
との共生を図りながら、
最大限の導入を促す

•安定供給を大前提に電
源構成におけるkWh
比率を低減させる

•安定供給を大前提に電
源構成におけるkWh
比率を低減させる

•代替電源がないなかで
は、非常時に活用される

•安定的で低廉な電力供
給を支える基幹電源と
して、安全性の確保を
大前提に、引き続き有
効活用

•国内外での新規開発を
積極的に行うほか、既
設水力の出力増強を
進めることで導入量を
拡大

• LNGコンバインドサイ
クル発電にリプレース
した坂出1・2号機を中
心に、供給力や調整力
として継続的に活用

•西条1号機をリプレー
スするなど、高効率化
や環境負荷の低減を図
りながら供給力や調整
力として一定程度活用

•調整力や電源トラブル
時の供給力としての必
要性等を踏まえ、取り
扱いを検討

原子力 ガス 石炭 石油

当
社
に
お
け
る
活
用
方
針

国
の
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

位
置
づ
け

活
用
方
針

※水素・アンモニア発電について、国は「2030年までの社会実装を加速する」としており、当社でも火力発電における混焼等を検討している

※ [ ]内は1号機における作業計画。2号機の計画は1号機から3年遅れ。

〈参考〉国の長期エネルギー需給見通しの2030年度エネルギーミックス［第6次エネルギー基本計画］

当社見通し

高圧タービンの吊り上げ 原子炉への燃料装荷 火災を想定した消火訓練 緊急時対策所での事故収束対応

2030年度の電源構成

国の目標

再エネ・原子力・水素・アンモニア：約6割 化石電源：約4割

36～38％ 20～22％ 20％1％ 2％19％

再エネ・原子力：約5割 化石電源：約5割

さらなる再エネ拡大に取り組む

約3割 約2割 CO2半減に向けて最適なガス/石炭比率を目指す

電源構成の考え方

電源構成の考え方

運転管理および保全の適切な実施 重大事故に備えた訓練の継続

原子力発電所の安全・安定運転に向けた取り組み

伊方発電所３号機における定期検査

電源ごとの活用方針

P.33－34参照 P.35参照P.32参照

再生可能エネルギー（FIT分を含む） 原子力 ガス・石炭 石油 その他（卸取引等）

再生可能エネルギー 原子力 水素・アンモニア ガス 石炭 石油

総合訓練の実施

廃止措置の作業工程伊方発電所１・２号機の安全な廃止

伊方発電所1号機については、廃止措置作業
の第1段階（解体工事準備期間）にあり、全ての
使用済燃料を3号機の使用済燃料ピットへ搬出
し、放射線管理区域外設備の解体撤去作業を実
施しています。また、放射線管理区域内では解体
廃棄物量や汚染状況を調査し、その結果を踏ま
えて、廃止措置作業の第2段階の実施に向けて
解体計画を検討しています。
2号機については、1号機から約3年遅れで廃
止措置作業を進めていますが、管理区域外の設
備の解体撤去については可能な範囲で1号機設
備と併せて実施することで、作業を効率化し費用
を抑制しています。

燃料の搬出管理区域外設備
の解体撤去

［2017～ 26年度頃]
燃料を使用済燃料ピット
から搬出
主に2次系設備（ポンプ・
タンクなど）の解体撤去

＜第2段階＞ 原子炉領域周辺設備解体撤去期間　［～2041年度頃]
　 1次系設備（ポンプ・タンクなど）の解体撤去

＜第3段階＞ 原子炉領域設備等解体撤去期間　[～ 2049年度頃]
　 原子炉容器や蒸気発生器等の解体撤去

＜第４段階＞　建家等解体撤去期間　[～ 2056年度頃]
　 原子炉格納容器、原子炉補助建家等の解体撤去

＜第1段階＞ 
解体工事準備期間
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電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

　我が国は、第6次エネルギー基本計画（2021年10月閣議決定）で「2050年カーボンニュートラルの実現」や「2030年度に
温室効果ガス排出量を2013年度から46％削減する目標（NDC：国別温室効果ガス削減目標）」を掲げています。また、
2023年2月には、国際情勢の変化を踏まえて、エネルギーの安定供給確保を大前提に脱炭素社会の実現を目指す「GX実現
に向けた基本方針」を閣議決定し、同年5月には関連法案が成立しました。
当社は、こうした国の方針を踏まえ、2030年度の小売部門からのCO₂排出量を2013年度から50％削減する目標を掲げ、
電力の安定供給とGX実現に向けて、特定の電源に過度に依存しないバランスのよい電源構成を目指しています。

　伊方発電所では、運転中、24時間体制で設備の運転監
視や巡視を実施するほか、13ヵ月以内に1回、運転を停止
し、法定の定期検査を行っています。定期検査では、最大
で通常の1.5倍となる約2,500人の作業員が発電所構内
で働き、原子炉本体をはじめ、燃料を取り扱う設備や原子
炉を格納・冷却する設備などが法令の技術基準を満たして
いるかどうか、分解点検や試運転などを通じて集中的に確
認しています。
　このように計画的な運転管理・保全を実施することで、
安全・安定運転を継続しています。

　事故対応要員の習熟度を高める観点から、個々の対応
手順毎に実施する「個別訓練」と、 関係箇所が一体となり
実施する「総合訓練」を反復的に実施しています。総合訓練
では、参加者に発生事象を伏せる「シナリオ非提示型」で実
施することで、変化する状況に冷静かつ適切に対処できる
スキルの向上を図っています。
　また、原子力災害への備えとして、日本の原子力事業者
12社間および西日本の電力5社間で、相互に要員派遣や
資機材貸与等の支援を行う協定を締結し、災害対応体制を
強化するとともに、合同で訓練等を実施しています。

再生可能エネルギー

• 脱炭素でエネルギー安
全保障にも寄与できる
有望な電源

•長期的なエネルギー需
給構造の安定性に寄与
する重要なベースロー
ド電源

•化石燃料のなかでCO2
排出量が最も少ない

•再生可能エネルギーの
出力調整に中心的役割
を果たす電源

• CO2排出量は多いが、燃
料の供給安定性や経済
性に優れた重要な電源

•今後は、再生可能エネ
ルギーの調整電源とし
ての役割も期待される

•調達に係る地政学リス
クは高いが、可搬性や
備蓄性に優れた電源

•可能な限り依存度を低
減しながら、安全性の
確保を大前提に、必要
な規模の持続的活用を
図る

•Ｓ+３Ｅを大前提に、主力
電源化を徹底する

•国民負担の抑制と地域
との共生を図りながら、
最大限の導入を促す

•安定供給を大前提に電
源構成におけるkWh
比率を低減させる

•安定供給を大前提に電
源構成におけるkWh
比率を低減させる

•代替電源がないなかで
は、非常時に活用される

•安定的で低廉な電力供
給を支える基幹電源と
して、安全性の確保を
大前提に、引き続き有
効活用

•国内外での新規開発を
積極的に行うほか、既
設水力の出力増強を
進めることで導入量を
拡大

• LNGコンバインドサイ
クル発電にリプレース
した坂出1・2号機を中
心に、供給力や調整力
として継続的に活用

•西条1号機をリプレー
スするなど、高効率化
や環境負荷の低減を図
りながら供給力や調整
力として一定程度活用

•調整力や電源トラブル
時の供給力としての必
要性等を踏まえ、取り
扱いを検討

原子力 ガス 石炭 石油

当
社
に
お
け
る
活
用
方
針

国
の
第
6
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

位
置
づ
け

活
用
方
針

※ 水素・アンモニア発電について、国は「2030年までの社会実装を加速する」としており、当社でも火力発電における混焼等を検討している

※ [ ]内は1号機における作業計画。2号機の計画は1号機から3年遅れ。

〈参考〉国の長期エネルギー需給見通しの2030年度エネルギーミックス［第6次エネルギー基本計画］

当社見通し

高圧タービンの吊り上げ 原子炉への燃料装荷 火災を想定した消火訓練 緊急時対策所での事故収束対応

2030年度の電源構成

国の目標

再エネ・原子力・水素・アンモニア：約6割 化石電源：約4割

36～38％ 20～22％ 20％1％ 2％19％

再エネ・原子力：約5割 化石電源：約5割

さらなる再エネ拡大に取り組む

約3割 約2割 CO2半減に向けて最適なガス/石炭比率を目指す

電源構成の考え方

電源構成の考え方

運転管理および保全の適切な実施 重大事故に備えた訓練の継続

原子力発電所の安全・安定運転に向けた取り組み

伊方発電所３号機における定期検査

電源ごとの活用方針

P.33－34参照 P.35参照P.32参照

再生可能エネルギー（FIT分を含む） 原子力 ガス・石炭 石油 その他（卸取引等）

再生可能エネルギー 原子力 水素・アンモニア ガス 石炭 石油

総合訓練の実施

廃止措置の作業工程伊方発電所１・２号機の安全な廃止

　伊方発電所1号機については、廃止措置作業
の第1段階（解体工事準備期間）にあり、全ての
使用済燃料を3号機の使用済燃料ピットへ搬出
し、放射線管理区域外設備の解体撤去作業を実
施しています。また、放射線管理区域内では解体
廃棄物量や汚染状況を調査し、その結果を踏ま
えて、廃止措置作業の第2段階の実施に向けて
解体計画を検討しています。
　2号機については、1号機から約3年遅れで廃
止措置作業を進めていますが、管理区域外の設
備の解体撤去については可能な範囲で1号機設
備と併せて実施することで、作業を効率化し費用
を抑制しています。

燃料の搬出管理区域外設備
の解体撤去

［2017～ 26年度頃]
燃料を使用済燃料ピット
から搬出
主に2次系設備（ポンプ・
タンクなど）の解体撤去

＜第2段階＞ 原子炉領域周辺設備解体撤去期間　［～2041年度頃]
　 1次系設備（ポンプ・タンクなど）の解体撤去

＜第3段階＞ 原子炉領域設備等解体撤去期間　[～ 2049年度頃]
　 原子炉容器や蒸気発生器等の解体撤去

＜第４段階＞　建家等解体撤去期間　[～ 2056年度頃]
　 原子炉格納容器、原子炉補助建家等の解体撤去

＜第1段階＞ 
解体工事準備期間
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電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

　当社グループは、国内・外で2030年度までに50万
kW、2050年度までに200万kWの再生可能エネルギー
の新規開発を目指しており、2030年度までの電源別の開
発ロードマップに沿って、様々な案件の開発にグループ一
丸となって取り組んでいます。

　再生可能エネルギーの新規開発容量は、2022年度末で
約30万kW（前年度比＋約7万kW）となりました。この結
果、当社グループが保有する再生可能エネルギー容量は、
累計で約142万kWまで増加しています。

　東京ガス㈱の子会社プロミネットパワー㈱と共同で、
岡山県および兵庫県の既設太陽光発電所事業（持分計
6万kW）を2023年3月に取得しました。

太陽光発電の大幅な増加に伴い、蓄電・需給調整の機能
を果たす揚水発電所の重要性が高まっています。
本川揚水発電所（1・2号機計61.5万kW）では、従来は
昼間ピーク時間帯の発電に備えて深夜電力で揚水（1台運
転）する運用が中心でしたが、近年は、昼間に余剰となる太
陽光発電を吸収する需要創出のために2台で揚水し、夕方
以降に発電する運用に変わっており、年間運転回数は10
年前の約4倍、1,000回程度まで増加しています。
このため、高稼働下における適切な設備保全が重要にな

っており、2022年度に実施した本川発電所1号機の大規
模な分解点検の際には、設備状況のデータを収集・分析し、
設備の適正な点検・取替周期の把握に努めています。

当社は、持続可能な社会の実現を目指して、2050年のカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを推進しており、
資金調達の多様性の観点から、2022年に、資金使途を再生可能エネルギー電源の開発など、環境改善効果のある事業
に限定した社債である「四国電力グリーンボンド」を初めて発行しました。
なお、初回の発行にあたり、第三者評価機関であるDNVビジネス・アシュアランス・ジャパン㈱から、同ファイナンス
がグリーンファイナンスの各種原則等に適合しているとの評価を取得しています。

※1 建設中あるいは建設準備中の案件も含む
※2 再エネ開発量のうち、運開済案件の発電実績とCO₂排出係数を使用し算定

備前雲の上太陽光発電所 夢前夢ふる里太陽光発電所

　福島県で㈱奥村組ほかと運営している福島平田村バ
イオマスパワーは、2022年5月に1号、2023年4月に
2号の営業運転を開始しました。（持分計0.15万kW）

福島平田村バイオマスパワー 1号 福島平田村バイオマスパワー 2号

　既設発電所設備更新時の高効率水車への取替等によ
り、累計3.4万kW(2022年度末)の出力を増強しました。
　また、愛媛県の久万高
原町では、新設水力とな
る黒藤川発電所（出力
1,900ｋW）の建設を進
めています。

黒藤川発電所全景イメージ

　高知県土佐清水市・幡多郡三原村で、陸上風力で国内
最大規模となる今ノ山風力発電所の建設に向けた環境ア
セス等の手続きを丁寧に
進めています。また、大
豊町では、出力900ｋW
の風力発電所を建設して
います。

大豊風力発電所全景イメージ

発電機のローター吊り込みの様子

新規電源の開発推進 揚水発電所の有効活用および設備保全

グリーン・ボンドの発行

再生可能エネルギーの新規開発

取り組み事例

P.19参照

再生可能エネルギーの新規開発目標と進捗

本川発電所1号機の分解点検（オーバーホール）

バイオ
水　力
風　力
太陽光

（万kW）

50

30
23 7
6 3

4
33

4
3
7

13

200

※1 国内・海外案件ともに、出資の意思決定時に計上。
2 水力は、2000年度以降の増出力分を含む。

2030年度目標2023年3月末2022年3月末 2050年度目標

海 外
国 内

太陽光発電 バイオマス発電

「四国電力グリーンボンド」の発行概要

資金充当状況（2023年3月末時点） 充当対象事業の環境改善効果(2023年3月末時点)

水力発電 風力発電

発行日 年限 発行額 利率 資金使途

第1回 2022年10月25日 100億円 年0.889％ 再生可能エネルギー電源の開発、
建設、運営、改修10年

発電種別
水力
風力

バイオマス
太陽光
合計

再エネ開発量※1（MW）
19.3
58.8
28.6
14.4
121.1

CO₂排出削減量※2（千t）
16,760
-

1,950
34

18,744

調達金額

充当金額

うちリファイナンス

未充当金残高

100億円

100億円

95億円

なし
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電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

　当社グループは、国内・外で2030年度までに50万
kW、2050年度までに200万kWの再生可能エネルギー
の新規開発を目指しており、2030年度までの電源別の開
発ロードマップに沿って、様々な案件の開発にグループ一
丸となって取り組んでいます。

再生可能エネルギーの新規開発容量は、2022年度末で
約30万kW（前年度比＋約7万kW）となりました。この結
果、当社グループが保有する再生可能エネルギー容量は、
累計で約142万kWまで増加しています。

東京ガス㈱の子会社プロミネットパワー㈱と共同で、
岡山県および兵庫県の既設太陽光発電所事業（持分計
6万kW）を2023年3月に取得しました。

　太陽光発電の大幅な増加に伴い、蓄電・需給調整の機能
を果たす揚水発電所の重要性が高まっています。
　本川揚水発電所（1・2号機計61.5万kW）では、従来は
昼間ピーク時間帯の発電に備えて深夜電力で揚水（1台運
転）する運用が中心でしたが、近年は、昼間に余剰となる太
陽光発電を吸収する需要創出のために2台で揚水し、夕方
以降に発電する運用に変わっており、年間運転回数は10
年前の約4倍、1,000回程度まで増加しています。
　このため、高稼働下における適切な設備保全が重要にな
っており、2022年度に実施した本川発電所1号機の大規
模な分解点検の際には、設備状況のデータを収集・分析し、
設備の適正な点検・取替周期の把握に努めています。

　当社は、持続可能な社会の実現を目指して、2050年のカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを推進しており、
資金調達の多様性の観点から、2022年に、資金使途を再生可能エネルギー電源の開発など、環境改善効果のある事業
に限定した社債である「四国電力グリーンボンド」を初めて発行しました。
　なお、初回の発行にあたり、第三者評価機関であるDNVビジネス・アシュアランス・ジャパン㈱から、同ファイナンス
がグリーンファイナンスの各種原則等に適合しているとの評価を取得しています。

※1 建設中あるいは建設準備中の案件も含む
※2 再エネ開発量のうち、運開済案件の発電実績とCO₂排出係数を使用し算定

備前雲の上太陽光発電所 夢前夢ふる里太陽光発電所

福島県で㈱奥村組ほかと運営している福島平田村バ
イオマスパワーは、2022年5月に1号、2023年4月に
2号の営業運転を開始しました。（持分計0.15万kW）

福島平田村バイオマスパワー 1号 福島平田村バイオマスパワー 2号

既設発電所設備更新時の高効率水車への取替等によ
り、累計3.4万kW(2022年度末)の出力を増強しました。
また、愛媛県の久万高
原町では、新設水力とな
る黒藤川発電所（出力
1,900ｋW）の建設を進
めています。

黒藤川発電所全景イメージ

高知県土佐清水市・幡多郡三原村で、陸上風力で国内
最大規模となる今ノ山風力発電所の建設に向けた環境ア
セス等の手続きを丁寧に
進めています。また、大
豊町では、出力900ｋW
の風力発電所を建設して
います。

大豊風力発電所全景イメージ

発電機のローター吊り込みの様子

新規電源の開発推進 揚水発電所の有効活用および設備保全

グリーン・ボンドの発行

再生可能エネルギーの新規開発

取り組み事例

P.19参照

再生可能エネルギーの新規開発目標と進捗

本川発電所1号機の分解点検（オーバーホール）

バイオ
水　力
風　力
太陽光

（万kW）

50

30
23 7
6 3

4
33

4
3
7

13

200

※1 国内・海外案件ともに、出資の意思決定時に計上。
   2 水力は、2000年度以降の増出力分を含む。

2030年度目標2023年3月末2022年3月末 2050年度目標

海 外
国 内

太陽光発電 バイオマス発電

「四国電力グリーンボンド」の発行概要

資金充当状況（2023年3月末時点） 充当対象事業の環境改善効果(2023年3月末時点)

水力発電 風力発電

発行日 年限 発行額 利率 資金使途

第1回 2022年10月25日 100億円 年0.889％ 再生可能エネルギー電源の開発、
建設、運営、改修10年

発電種別
水力
風力

バイオマス
太陽光
合計

再エネ開発量※1（MW）
19.3
58.8
28.6
14.4
121.1

CO₂排出削減量※2（千t）
16,714
-

1,950
35

18,699

調達金額

充当金額

うちリファイナンス

未充当金残高

100億円

100億円

95億円

なし
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シナリオ作成

発電計画策定

期待収益算定

電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

　昨今の全国的な需給ひっ迫リスクの高まりもあり、当社の火力発電所は高稼働が続いています。このため、各発電所では、
発電所員が日々の点検・巡視を入念に実施するなど運転監視に細心の注意を払いながら設備の運用・保守を行うことで、安
定運転に努めています。　
　また、全発電所で発生した過去のトラブル事例を一覧化し
て共有することで、異常兆候を発見する感度向上を図ってい
るほか、蓄積した運転データとAI・センサーを組み合わせて異
常兆候を早期に検知する仕組みの導入なども進めています。
　なお、設備に異常兆候が見られた場合は、電力需要の少
ない休日の運用停止時に併せて早めに修繕することで、突
発的なトラブル停止の回避を図っています。

　火力発電は、再生可能エネルギーが増加するなかで、従来の供給力に加えて調整力としての役割が高まっていることから、
低炭素化・脱炭素化を図りながら、引き続き活用していく方針です。当社では、2030年までの期間を「電源の低炭素化フェー
ズ」と位置づけており、2023年6月からは、最新鋭の高効率な超々臨界圧機にリプレースした西条新1号機が運転を開始しま
した。同機ではCO₂排出量の低減を図るため、木質バイオマスを混焼するほか、新たに下水汚泥固形燃料の混焼も予定して
います。
　また、既設火力については、2020年代のアンモニアの混焼導入やバイオマスの利用拡大を目指して関係設備の技術検討
を加速するとともに、並行して、アンモニア・水素燃料の導入について、サプライチェーンの構築も含めた他事業者との協業
の検討を積極的に進めています。

　JERA㈱、九州電力㈱、中国電力㈱、東北電力㈱、北陸電力㈱、北海道電力㈱との間で、国内発電所向けの水素・
アンモニアの共同調達、輸送・貯蔵手段の確立等に関する協業について、検討を進めています。

国際的なエネルギー情勢の変化により、化石燃料価格や
卸電力市況のボラティリティが上昇していることから、調達
先のさらなる分散化や調達方法の多様化等により安定的な
量の確保を図りつつ、経済性との両立に留意し、燃料調達
を実施しています。また、早めの配船手配や在庫の適正管
理などにより、調達面のリスクマネジメントを行っています。

需給計画の策定には、電力需要や卸電力市況、再生可能
エネルギーの発電量などの変動に対する影響を適切に評
価することが重要となります。
当社では、AIを活用した需給計画立案システムを活用し

て想定される複数シナリオを分析し、燃料消費や発電機の
起動・停止を最適化することで、最経済運用を実現し、需給
関連費の低減を図っています。

各技術部門毎に資材部門と一体で資機材調達力の強化や調達
価格の低減に取り組む「調達検討ワーキンググループ」を設置し、
・仕様の見直しによる設計段階の効率化
・発注方法の工夫による調達段階の効率化
などを継続的に検討しています。
また、上記の取り組みをさらに強化するため、各技術部員と資
材部員の混成による常設組織として「調達ソリューションチーム」
を資材部内に設置し、従来は技術部門のみが担っていた工事構
想や概略設計段階などの上流工程に資材部門も関与すること
で、仕様の見直しや新規取引先の開拓などの検討を深掘り・加
速化しています。

蒸気タービン周りの点検 復水器の目視点検

波方ターミナル概観

他事業者との協業
水素・アンモニアサプライチェーン構築・拡大に向けた協業検討

　太陽石油㈱、大陽日酸㈱、マツダ㈱、波方ターミナル㈱、三菱商事㈱（オ
ブザーバーで愛媛県ほか地元４市も参画）と共同で、愛媛県今治市の波方
ターミナルの既存LPGタンクをアンモニアタンクに転換し、2030年まで
に年間約100万トンのアンモニアを取り扱うことを想定した検討を進めて
います。今後、法規制上の課題整理やターミナルの活用策等について、検
討を深めていく予定です。

今治市の波方ターミナルを活用した燃料アンモニア導入・利活用の検討

安定運転に向けた取り組み

火力発電における低炭素化、脱炭素化の推進

安定的な燃料調達 需給運用における最経済化の追求

資機材調達力の強化（発電・送配電共通の取り組み）

火力発電所の安定運転、低炭素化・脱炭素化の推進 燃料調達・需給運用などの取り組み

取り組み事例

調達ソリューションチーム設置のねらい

需給計画立案システムのイメージ

火力発電所の点検・巡視

• 信頼性の高い取引先と長期契約を締結
•調達リードタイムの短い豪州現地子会社
「YN Energy」から、銘柄を特定しないス
ペック炭を調達
•新規銘柄のトライアル調達を拡大

•年間使用量の大部分を長期契約に基づき
安定的に調達
•市場動向等に応じてスポット調達を実施

•年間契約により、供給力および内航船を
ある程度確保し、稼働増にも対応できる
体制を維持

気象情報や電力需要等のデータを
AIが分析して複数シナリオを作成

デジタルツイン上でシミュレーション
のうえ発電計画を策定

各発電計画の期待収益を算定し、
最経済運用を実現

技術
部門

協働
体制

資材
部門

調達ソリューション
チーム（常設組織）

発注方法
の工夫

工事
構想

概略
設計

詳細
設計

仕様確定度

契約
手続き

上 流 調達プロセス 下 流

調達検討ワーキンググループ
(定期的に開催)

仕様
決定

コスト削減余地

石　炭

ＬＮＧ

石　油
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シナリオ作成

発電計画策定

期待収益算定

電気事業 ［発電］
事業活動による価値創造

昨今の全国的な需給ひっ迫リスクの高まりもあり、当社の火力発電所は高稼働が続いています。このため、各発電所では、
発電所員が日々の点検・巡視を入念に実施するなど運転監視に細心の注意を払いながら設備の運用・保守を行うことで、安
定運転に努めています。
また、全発電所で発生した過去のトラブル事例を一覧化し
て共有することで、異常兆候を発見する感度向上を図ってい
るほか、蓄積した運転データとAI・センサーを組み合わせて異
常兆候を早期に検知する仕組みの導入なども進めています。
なお、設備に異常兆候が見られた場合は、電力需要の少
ない休日の運用停止時に併せて早めに修繕することで、突
発的なトラブル停止の回避を図っています。

火力発電は、再生可能エネルギーが増加するなかで、従来の供給力に加えて調整力としての役割が高まっていることから、
低炭素化・脱炭素化を図りながら、引き続き活用していく方針です。当社では、2030年までの期間を「電源の低炭素化フェー
ズ」と位置づけており、2023年6月からは、最新鋭の高効率な超々臨界圧機にリプレースした西条新1号機が運転を開始しま
した。同機ではCO₂排出量の低減を図るため、木質バイオマスを混焼するほか、新たに下水汚泥固形燃料の混焼も予定して
います。
また、既設火力については、2020年代のアンモニアの混焼導入やバイオマスの利用拡大を目指して関係設備の技術検討
を加速するとともに、並行して、アンモニア・水素燃料の導入について、サプライチェーンの構築も含めた他事業者との協業
の検討を積極的に進めています。

JERA㈱、九州電力㈱、中国電力㈱、東北電力㈱、北陸電力㈱、北海道電力㈱との間で、国内発電所向けの水素・
アンモニアの共同調達、輸送・貯蔵手段の確立等に関する協業について、検討を進めています。

　国際的なエネルギー情勢の変化により、化石燃料価格や
卸電力市況のボラティリティが上昇していることから、調達
先のさらなる分散化や調達方法の多様化等により安定的な
量の確保を図りつつ、経済性との両立に留意し、燃料調達
を実施しています。また、早めの配船手配や在庫の適正管
理などにより、調達面のリスクマネジメントを行っています。

　需給計画の策定には、電力需要や卸電力市況、再生可能
エネルギーの発電量などの変動に対する影響を適切に評
価することが重要となります。
　当社では、AIを活用した需給計画立案システムを活用し
て想定される複数シナリオを分析し、燃料消費や発電機の
起動・停止を最適化することで、最経済運用を実現し、需給
関連費の低減を図っています。

　各技術部門毎に資材部門と一体で資機材調達力の強化や調達
価格の低減に取り組む「調達検討ワーキンググループ」を設置し、
　・仕様の見直しによる設計段階の効率化
　・発注方法の工夫による調達段階の効率化
などを継続的に検討しています。
　また、上記の取り組みをさらに強化するため、各技術部員と資
材部員の混成による常設組織として「調達ソリューションチーム」
を資材部内に設置し、従来は技術部門のみが担っていた工事構
想や概略設計段階などの上流工程に資材部門も関与すること
で、仕様の見直しや新規取引先の開拓などの検討を深掘り・加
速化しています。

蒸気タービン周りの点検 復水器の目視点検

波方ターミナル概観

他事業者との協業
水素・アンモニアサプライチェーン構築・拡大に向けた協業検討

太陽石油㈱、大陽日酸㈱、マツダ㈱、波方ターミナル㈱、三菱商事㈱（オ
ブザーバーで愛媛県ほか地元４市も参画）と共同で、愛媛県今治市の波方
ターミナルの既存LPGタンクをアンモニアタンクに転換し、2030年まで
に年間約100万トンのアンモニアを取り扱うことを想定した検討を進めて
います。今後、法規制上の課題整理やターミナルの活用策等について、検
討を深めていく予定です。

今治市の波方ターミナルを活用した燃料アンモニア導入・利活用の検討

安定運転に向けた取り組み

火力発電における低炭素化、脱炭素化の推進

安定的な燃料調達 需給運用における最経済化の追求

資機材調達力の強化（発電・送配電共通の取り組み）

火力発電所の安定運転、低炭素化・脱炭素化の推進 燃料調達・需給運用などの取り組み

取り組み事例

調達ソリューションチーム設置のねらい

需給計画立案システムのイメージ

火力発電所の点検・巡視

• 信頼性の高い取引先と長期契約を締結
•調達リードタイムの短い豪州現地子会社
「YN Energy」から、銘柄を特定しないス
ペック炭を調達
•新規銘柄のトライアル調達を拡大

•年間使用量の大部分を長期契約に基づき
安定的に調達
•市場動向等に応じてスポット調達を実施

•年間契約により、供給力および内航船を
ある程度確保し、稼働増にも対応できる
体制を維持

気象情報や電力需要等のデータを
AIが分析して複数シナリオを作成

デジタルツイン上でシミュレーション
のうえ発電計画を策定

各発電計画の期待収益を算定し、
最経済運用を実現
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協働
体制

資材
部門

調達ソリューション
チーム（常設組織）
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工事
構想
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詳細
設計

仕様確定度
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手続き

上 流 調達プロセス 下 流

調達検討ワーキンググループ
(定期的に開催)

仕様
決定

コスト削減余地

石　炭
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電気事業 ［販売］
事業活動による価値創造

昨今、全国的な電力需給のひっ迫傾向により卸電力市場
価格のボラティリティが高まっていることから、卸販売にお
いては、電力需給や燃料価格、卸電力市場価格の動向を勘
案しつつ、内外無差別に相対取引を実施しているほか、卸
電力取引所でスポット販売を行っています。
また、容量市場はもとより、ベースロード市場や需給調
整市場、非化石価値取引市場などの新市場を積極的に活
用することで、収益の最大化を図っています。

　一定規模以上の法人のお客さまに専任担当者を配置し、
電気の使用状況やお客さまのニーズを基に料金提案や技
術提案等を行うアカウント営業を推進することで、お客さま
との関係性を強化しています。
　また、専任担当者の配置が難しいお客さまには、四国エ
リアに強い営業基盤を持つ提携事業者やダイレクトメール
を活用した提案営業などを実施しています。

　当社では、お客さまのライフスタイルやニーズに応じた
電化メニューやCO₂フリープランを揃え、ファミリe割引や
ありがとう割引(継続割引)を設定しているほか、電気と提
携先企業の商材とのセット販売なども実施しています。
　また、Web会員へのポイント還元やエコキュート・IH購
入者向けキャッシュバックキャンペーンなどを適宜実施し、
お客さま満足度の向上を図っています。
　こうしたプランの提供や、Ｗｅｂを通じた省エネ情報の提
供などの取り組みが高く評価され、当社は、資源エネルギ
ー庁の「省エネコミュニケーション・ランキング制度※」にお
いて、最高評価となる五つ星を獲得しています。

※エネルギー小売事業者による省エネに関する一般消費者向けの情報提供
やサービスの充実度を毎年度評価・公表する資源エネルギー庁の制度

アカウント営業等を通じたお客さまへの提案活動 お客さま満足度の向上

太陽光PPAについては、脱炭素化機運の高まりや災害
時のレジリエンス強化、エネルギーの地産地消などの観
点から、引き合いが増加しています。
当社グループでは、住友商事との合弁会社Sun
Trinityを核に、四国内外の高圧以上の法人・自治体向け
に、オンサイト・オフサイト太陽光PPA事業を推進してい
ます。本事業では、Sun Trinityが太陽光発電設備を設
置・運用してお客さまに電力・環境価値を販売することか
ら、お客さまにとっては初期投資や管理コストが不要とな
るメリットがあります。

自治体や企業で脱炭素化に向けた実行計画の策定や
再生可能エネルギーの導入などが加速しています。当社
グループでは、地域特性や個社事情も踏まえて、太陽光
発電や蓄電池の導入、省エネ対策やエネルギー転換など
のコンサルを実施し、脱炭素化の取り組みを支援してい
ます。
2023年4月には、当社が共同提案者として脱炭素計
画の策定を支援した高知県北川村のプロジェクトが、環
境省の脱炭素先行地域に採択されました。

太陽光PPA事業の推進 お客さまの脱炭素化支援

　業務用分野では、熱需要の大きい医療・福祉施設や給食
調理施設等のエンドユーザー、設計事務所等のサブユーザ
ーに電化提案を行い、利便性や安全性を訴求しながら新規
需要を開拓しています。
　産業用分野では、既設の熱源を電気に転換することによ
る省エネ・省CO₂対策やコスト削減、生産性の向上などの
ソリューション提案を実施することで、お客さまとの関係性
強化と収益機会の拡大を図っています。

ハウスメーカー・工務店等のサブユーザーと連携して、
新築・リフォームを検討中のお客さまにオール電化住宅の
快適性や利便性、経済性やカーボンニュートラル等の環境
面等を訴求するなど、住宅電化の推進に継続的に取り組ん
でいます。
　この結果、四国の新築戸建住宅における電化住宅比率は
継続的に7割を超え、全世帯に占める電化住宅の割合は
2022年度末で約26%となっています。

コンサルティング活動による需要開拓、関係性強化 電化住宅の普及促進

法人向け小売販売 ご家庭向け小売販売

収益機会の拡大

卸販売の取り組み

小売販売におけるお客さまとの関係性強化、電化推進 卸販売における収益最大化

卸販売電力量の推移　(億kWh)

産業用分野におけるソリューション提案状況
導入事例［神奈川県平塚市大神発電所］
（導入施設：THE OUTLETS SHONAN HIRATSUKA）

豊富な再エネ導入ポテンシャルを
活用して村全体を脱炭素化

北川村のプロジェクト概要

2030年度までに民生部門の電力消費に伴うCO₂排出量を実質ゼロに

＜民生部門電力の脱炭素化に向けた主な取り組み＞

※ ZEB・ZEH ： 省エネや再エネ導入により消費するエネルギーの
　 収支をゼロにすることを目指した建築物

※ 四国電力送配電㈱による販売分を除く

小水力発電の導入

公共施設への太陽光発電・蓄電池導入

公共施設のZEB化・戸建住宅のZEH化

（年度）20222021202020192018

44
69

60

79 81

電化住宅の契約口数（万口）

※ 160万世帯（2018.10.1時点、総務省 住宅・土地統計調査）
（年度）

提案件数
936件

（2022年度）

省エネ対策
63％

その他
16％

環境対策
11％

負荷平準化対策
3％

設備保全対策
7％

20222020 202120192018

37
39

40
41

42
23%

26%四国の全世帯数※に占める割合

• お客さまの御用聞き
•個別ニーズの発掘、
深掘り
•エネルギーコンサル
による改善提案

など

お客さまとの
関係性強化

新規お客さまの
獲得専任担当者
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電気事業 ［販売］
事業活動による価値創造

　昨今、全国的な電力需給のひっ迫傾向により卸電力市場
価格のボラティリティが高まっていることから、卸販売にお
いては、電力需給や燃料価格、卸電力市場価格の動向を勘
案しつつ、内外無差別に相対取引を実施しているほか、卸
電力取引所でスポット販売を行っています。
　また、容量市場はもとより、ベースロード市場や需給調
整市場、非化石価値取引市場などの新市場を積極的に活
用することで、収益の最大化を図っています。

一定規模以上の法人のお客さまに専任担当者を配置し、
電気の使用状況やお客さまのニーズを基に料金提案や技
術提案等を行うアカウント営業を推進することで、お客さま
との関係性を強化しています。
また、専任担当者の配置が難しいお客さまには、四国エ

リアに強い営業基盤を持つ提携事業者やダイレクトメール
を活用した提案営業などを実施しています。

当社では、お客さまのライフスタイルやニーズに応じた
電化メニューやCO₂フリープランを揃え、ファミリe割引や
ありがとう割引(継続割引)を設定しているほか、電気と提
携先企業の商材とのセット販売なども実施しています。
また、Web会員へのポイント還元やエコキュート・IH購
入者向けキャッシュバックキャンペーンなどを適宜実施し、
お客さま満足度の向上を図っています。
こうしたプランの提供や、Ｗｅｂを通じた省エネ情報の提
供などの取り組みが高く評価され、当社は、資源エネルギ
ー庁の「省エネコミュニケーション・ランキング制度※」にお
いて、最高評価となる五つ星を獲得しています。

※ エネルギー小売事業者による省エネに関する一般消費者向けの情報提供
やサービスの充実度を毎年度評価・公表する資源エネルギー庁の制度

アカウント営業等を通じたお客さまへの提案活動 お客さま満足度の向上

　太陽光PPAについては、脱炭素化機運の高まりや災害
時のレジリエンス強化、エネルギーの地産地消などの観
点から、引き合いが増加しています。
　当社グループでは、住友商事との合弁会社Sun 
Trinityを核に、四国内外の高圧以上の法人・自治体向け
に、オンサイト・オフサイト太陽光PPA事業を推進してい
ます。本事業では、Sun Trinityが太陽光発電設備を設
置・運用してお客さまに電力・環境価値を販売することか
ら、お客さまにとっては初期投資や管理コストが不要とな
るメリットがあります。

　自治体や企業で脱炭素化に向けた実行計画の策定や
再生可能エネルギーの導入などが加速しています。当社
グループでは、地域特性や個社事情も踏まえて、太陽光
発電や蓄電池の導入、省エネ対策やエネルギー転換など
のコンサルを実施し、脱炭素化の取り組みを支援してい
ます。
　2023年4月には、当社が共同提案者として脱炭素計
画の策定を支援した高知県北川村のプロジェクトが、環
境省の脱炭素先行地域に採択されました。

太陽光PPA事業の推進 お客さまの脱炭素化支援

業務用分野では、熱需要の大きい医療・福祉施設や給食
調理施設等のエンドユーザー、設計事務所等のサブユーザ
ーに電化提案を行い、利便性や安全性を訴求しながら新規
需要を開拓しています。
産業用分野では、既設の熱源を電気に転換することによ

る省エネ・省CO₂対策やコスト削減、生産性の向上などの
ソリューション提案を実施することで、お客さまとの関係性
強化と収益機会の拡大を図っています。

ハウスメーカー・工務店等のサブユーザーと連携して、
新築・リフォームを検討中のお客さまにオール電化住宅の
快適性や利便性、経済性やカーボンニュートラル等の環境
面等を訴求するなど、住宅電化の推進に継続的に取り組ん
でいます。
この結果、四国の新築戸建住宅における電化住宅比率は
継続的に7割を超え、全世帯に占める電化住宅の割合は
2022年度末で約26%となっています。

コンサルティング活動による需要開拓、関係性強化 電化住宅の普及促進

法人向け小売販売 ご家庭向け小売販売

収益機会の拡大

卸販売の取り組み

小売販売におけるお客さまとの関係性強化、電化推進 卸販売における収益最大化

卸販売電力量の推移　(億kWh)

産業用分野におけるソリューション提案状況
導入事例［神奈川県平塚市大神発電所］
（導入施設：THE OUTLETS SHONAN HIRATSUKA）

豊富な再エネ導入ポテンシャルを
活用して村全体を脱炭素化

北川村のプロジェクト概要

2030年度までに民生部門の電力消費に伴うCO₂排出量を実質ゼロに

＜民生部門電力の脱炭素化に向けた主な取り組み＞

※ ZEB・ZEH ： 省エネや再エネ導入により消費するエネルギーの
収支をゼロにすることを目指した建築物

※ 四国電力送配電㈱による販売分を除く

小水力発電の導入

公共施設への太陽光発電・蓄電池導入

公共施設のZEB化・戸建住宅のZEH化

（年度）20222021202020192018

44
69

60

79 81

電化住宅の契約口数（万口）

※ 160万世帯（2018.10.1時点、総務省 住宅・土地統計調査）
（年度）

提案件数
936件

（2022年度）

省エネ対策
63％

その他
16％

環境対策
11％

負荷平準化対策
3％

設備保全対策
7％

20222020 202120192018

37
39

40
41

42
23%

26%四国の全世帯数※に占める割合

• お客さまの御用聞き
•個別ニーズの発掘、
深掘り
•エネルギーコンサル
による改善提案　

など

お客さまとの
関係性強化

新規お客さまの
獲得専任担当者
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電気事業 ［送配電］
事業活動による価値創造

　四国電力送配電㈱では、今後増加が見込まれる高度成
長期に建設した設備の更新に際しては、新技術等を活用し
た巡視・点検結果や劣化状況診断などを基に、設備の故障
確率やその影響度を評価して優先順位をつけ、施工力も加
味して更新物量を平準化しています。
　また、送配電設備の増強を行う場合、将来の需要動向や
電力系統へ連系される再生可能エネルギー容量の見通し、
投資の経済性などを踏まえ、工事の内容・範囲を判断し、
設備の統合・スリム化をできるだけ進めることで、供給信
頼度の維持とコスト効率化の両立を図っています。

　四国地域では、2012年のFIT制度の導入以降、太陽光
発電、風力発電の導入が拡大しており、2022年度末で接
続済の設備容量は361万kW、契約申込済の未接続分を
含めると438万kWまで増加しています。
　これにより、電力需要が比較的少ない春・秋には、供給
力が需要を上回る状況が発生していますが、電力広域的運
用推進機関の優先給電ルールに基づき、太陽光等の電気
をできるだけ活用しながら需給バランスを維持する運用を
行っています。
　例えば、需要に占める太陽光・風力発電の出力がこれま
でで最大となった、2023年5月3日の11時～11時30分 の
断面では、優先給電ルールに基づき、
　①火力発電の出力を最大限抑制(下図ⓐ77万kW)し、
揚水発電所を運転して需要を創出（下図ⓑ61万kW）
　②連系線を活用して四国域外へ最大限の送電を実施
　（下図Ⓒ68万kW）
　③バイオマス発電の出力を抑制（下図ⓓ8万kW）
を実施し、なおも需要を超過した余剰分については、
　④太陽光・風力発電の出力抑制（下図ⓔ62万kW）
を実施することで、四国エリアにおける電力の需給バラン
スを維持しました。　

使用している空中ドローン

　発電設備の点検に空中ドローンを活用することで、大
規模な点検用足場の設置が不要となり、業務の省力化
や点検期間の短縮が可能となりました。ダムの堆砂測量
に活用する水上ドローンや長距離水路を点検する水中ド
ローンについても試行運用しており、2024年度からの
実運用を目指しています。
　また、送配電設備の巡視・点検においては、平時のみな
らず、道路が寸断された豪雨
等の災害時などにドローンを
活用することで迅速かつ安
全に現場を確認できること
から、早期の設備復旧や停
電解消に寄与しています。

　変電所などにおいて、多数のカメラやセンサ、マイクロ
ホンなどをローカル５Gで接続し、電力設備を遠隔で監
視・制御するシステムの実証実験を行っています。
　ローカル５Gを活用することで、セキュリティ性が高く、
リアルタイムで高速大容量の通信が可能となることか
ら、実証実験を通じて様々な知見・ノウハウを蓄積し、設
備保全業務の高度化を進めていきます。

　四国電力送配電㈱では、電力メーターの検針等に使用
している安定的で信頼度の高いスマートメーターシステ
ムのプラットフォームを活用し、ガスや水道メーターなど
の遠隔検針やセンサ機器の監視・制御などを可能にする
IoT向け通信回線サービスを提供するなど、自社インフラ
の活用とDXによる新たな価値創造に取り組んでいます。

ドローンを活用した点検業務の省力化、期間短縮

　ダムの放流を行う際には、これまで気象データや運転
員の経験等を基に数時間先のダムへの流入量を予測し、
放流可否の判断を行っていましたが、近年増加している
局地的集中豪雨などで業務が複雑化していることから、
AIを用いて数時間先までのダム流入量の変動を予測す
ることで、業務を高度化し、豪雨災害等への対応能力の
向上を図っています。

ＡＩを活用したダム流入量予測

IoT向け通信回線サービス

ローカル5Gを活用した保全業務の高度化（実証実験）

発電・送配電設備の保全業務高度化

デジタル技術の活用（DX）

供給信頼度の維持とコスト効率化の両立 需給バランスの維持に向けた対応

送配電事業における効率的な設備形成・運用

設備保全業務の高度化

スマートメーターを活用したIoT向け通信回線サービス

予測手法のイメージ
5月3日（11時～ 11時30分）の需要・供給力の構成

＜需要＞ ＜供給力＞

   エリア需要 222

太陽光・風力 
271

ⓓバイオマス 8

ⓒ四国域外へ
送電68

ⓑ揚水運転61

ⓐ火力 77

需
要
上
積
み

 

ⓔ
出
力
抑
制 

62

水力 57

 

最
低
出
力
ま
で
抑
制

予想流入量
ダム
流入量

降雨量

＜実績＞ ＜予測＞

降雨予報

ＡＩによる
因果関係の考察

時間△
現在

解析モデルによる
ダム流入量予測

監視
カメラ 5G

スマート
グラス

巡視
ロボット

変電所など
サーバー

AIサーバー

・ロボットの操作
・遠隔監視
・現場作業員
        への指示

事務所

指示
データ

指示
データ

ローカル
5G基地局

ローカル
5G基地局

検
針
、監
視

・
制
御

スマートメーター
システム

在
庫
管
理

満
空
管
理

そ
の
他

ＬＰガス 都市ガス 水道

自動販売機 トイレ 駐車場

防災
(水位センサー等)

防犯
(ドア開閉センサー等) 見守り

①巡視・点検

②リスク量評価による更新物量の算定

③設備更新計画の策定

高経年化設備の更新フロー

目視やドローン等で設備の劣化状況を確認し、データベース化

施工力等を勘案して更新物量を平準化し、設備更新計画を策定

 平準化前 平準化後

故
障
影
響

故障確率

データを基に設備
リスク量を評価
し、中長期的に必
要な設備更新物量
を算定

設備リスク量

将来現状
● ● 設備リスク量

ドローン タブレット

データベース化

巡視・点検

技術革新の反映拡大

（万kw）

更新年度 更新年度

更
新
物
量

更
新
物
量

施工力

施工力を上回る
ため対応できず

平準化平準化
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電気事業 ［送配電］
事業活動による価値創造

四国電力送配電㈱では、今後増加が見込まれる高度成
長期に建設した設備の更新に際しては、新技術等を活用し
た巡視・点検結果や劣化状況診断などを基に、設備の故障
確率やその影響度を評価して優先順位をつけ、施工力も加
味して更新物量を平準化しています。
また、送配電設備の増強を行う場合、将来の需要動向や
電力系統へ連系される再生可能エネルギー容量の見通し、
投資の経済性などを踏まえ、工事の内容・範囲を判断し、
設備の統合・スリム化をできるだけ進めることで、供給信
頼度の維持とコスト効率化の両立を図っています。

四国地域では、2012年のFIT制度の導入以降、太陽光
発電、風力発電の導入が拡大しており、2022年度末で接
続済の設備容量は361万kW、契約申込済の未接続分を
含めると438万kWまで増加しています。
これにより、電力需要が比較的少ない春・秋には、供給
力が需要を上回る状況が発生していますが、電力広域的運
用推進機関の優先給電ルールに基づき、太陽光等の電気
をできるだけ活用しながら需給バランスを維持する運用を
行っています。
例えば、需要に占める太陽光・風力発電の出力がこれま

でで最大となった、2023年5月3日の11時～11時30分 の
断面では、優先給電ルールに基づき、
①火力発電の出力を最大限抑制(下図ⓐ77万kW)し、
揚水発電所を運転して需要を創出（下図ⓑ61万kW）
　②連系線を活用して四国域外へ最大限の送電を実施
（下図Ⓒ68万kW）
　③バイオマス発電の出力を抑制（下図ⓓ8万kW）
を実施し、なおも需要を超過した余剰分については、
　④太陽光・風力発電の出力抑制（下図ⓔ62万kW）
を実施することで、四国エリアにおける電力の需給バラン
スを維持しました。　

使用している空中ドローン

　発電設備の点検に空中ドローンを活用することで、大
規模な点検用足場の設置が不要となり、業務の省力化
や点検期間の短縮が可能となりました。ダムの堆砂測量
に活用する水上ドローンや長距離水路を点検する水中ド
ローンについても試行運用しており、2024年度からの
実運用を目指しています。
　また、送配電設備の巡視・点検においては、平時のみな
らず、道路が寸断された豪雨
等の災害時などにドローンを
活用することで迅速かつ安
全に現場を確認できること
から、早期の設備復旧や停
電解消に寄与しています。

変電所などにおいて、多数のカメラやセンサ、マイクロ
ホンなどをローカル５Gで接続し、電力設備を遠隔で監
視・制御するシステムの実証実験を行っています。
ローカル５Gを活用することで、セキュリティ性が高く、

リアルタイムで高速大容量の通信が可能となることか
ら、実証実験を通じて様々な知見・ノウハウを蓄積し、設
備保全業務の高度化を進めていきます。

　四国電力送配電㈱では、電力メーターの検針等に使用
している安定的で信頼度の高いスマートメーターシステ
ムのプラットフォームを活用し、ガスや水道メーターなど
の遠隔検針やセンサ機器の監視・制御などを可能にする
IoT向け通信回線サービスを提供するなど、自社インフラ
の活用とDXによる新たな価値創造に取り組んでいます。

ドローンを活用した点検業務の省力化、期間短縮

　ダムの放流を行う際には、これまで気象データや運転
員の経験等を基に数時間先のダムへの流入量を予測し、
放流可否の判断を行っていましたが、近年増加している
局地的集中豪雨などで業務が複雑化していることから、
AIを用いて数時間先までのダム流入量の変動を予測す
ることで、業務を高度化し、豪雨災害等への対応能力の
向上を図っています。

ＡＩを活用したダム流入量予測

IoT向け通信回線サービス

ローカル5Gを活用した保全業務の高度化（実証実験）

発電・送配電設備の保全業務高度化

デジタル技術の活用（DX）

供給信頼度の維持とコスト効率化の両立 需給バランスの維持に向けた対応

送配電事業における効率的な設備形成・運用

設備保全業務の高度化

スマートメーターを活用したIoT向け通信回線サービス

予測手法のイメージ
5月3日（11時～ 11時30分）の需要・供給力の構成

＜需要＞ ＜供給力＞

エリア需要 222

太陽光・風力 
271

ⓓバイオマス 8

ⓒ四国域外へ
送電68

ⓑ揚水運転61

ⓐ火力 77

需
要
上
積
み

ⓔ
出
力
抑
制
62

水力 57

最
低
出
力
ま
で
抑
制

予想流入量
ダム
流入量

降雨量

＜実績＞ ＜予測＞

降雨予報

ＡＩによる
因果関係の考察

時間△
現在

解析モデルによる
ダム流入量予測

監視
カメラ 5G

スマート
グラス

巡視
ロボット

変電所など
サーバー

AIサーバー

・ロボットの操作
・遠隔監視
・現場作業員
        への指示

事務所

指示
データ

指示
データ

ローカル
5G基地局

ローカル
5G基地局

検
針
、監
視

・
制
御

スマートメーター
システム

在
庫
管
理

満
空
管
理

そ
の
他

ＬＰガス 都市ガス 水道

自動販売機 トイレ 駐車場

防災
(水位センサー等)

防犯
(ドア開閉センサー等) 見守り

①巡視・点検

②リスク量評価による更新物量の算定

③設備更新計画の策定

高経年化設備の更新フロー

目視やドローン等で設備の劣化状況を確認し、データベース化

施工力等を勘案して更新物量を平準化し、設備更新計画を策定

 平準化前 平準化後

故
障
影
響

故障確率

データを基に設備
リスク量を評価
し、中長期的に必
要な設備更新物量
を算定

設備リスク量

将来現状
● ● 設備リスク量

ドローン タブレット

データベース化

巡視・点検

技術革新の反映拡大

（万kw）

更新年度 更新年度

更
新
物
量

更
新
物
量

施工力

施工力を上回る
ため対応できず

平準化平準化
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P.42－45参照

2020
実績

国際事業（経常利益）

0億円

40億円

2025
目標

2022
実績

14億円※

（年度）

事業運営方針

情報通信事業における個人向け通信事業やデータセンター・クラウド事業等の拡大
国際事業における新たな案件の獲得・開発
建設・エンジニアリング事業、ガス販売事業等における着実な利益の拡大
分散型エネルギーリソースを活用した新たな事業・サービスの創出

●

●

●

●

目標
情報通信事業（経常利益）

69億円 80億円

2020
実績

2025
目標

93億円

2022
実績

（年度）

71万kW

150万kW

2020
実績

2025
目標

89万kW※

2022
実績

（年度）

電気事業以外の事業については、成長分野と位置付ける情報通信事業、国際事業を軸に事
業領域・市場エリアの拡大を図っており、リスク管理に留意しながら、着実な利益の積み増
しを目指しています。

国際事業（持分容量）

※ 持分容量のうち、運転開始済のものは約41万kW

※ ㈱イードが主催する、利用者アンケート調査により満足度の高い通信事業者を選出
するアワード

※ 投資損失を除く

その他事業［建設・エンジニアリング事業等］（経常利益）

72億円 70億円

2020
実績

2025
目標

89億円

2022
実績

（年度）

法人向けデータセンター「　　　　（パワリコ)」・
クラウド事業個人向け光通信事業「　　　  （ピカラ光ねっと）」

データセンター事業の顧客属性（2023年3月末）

　㈱STNetでは、デジタル化やクラウド化の進展、DXニー
ズの高まり等を追い風に、法人向けデータセンター・クラ
ウド事業を拡大しています。
香川県高松市に立地する西日本最大級のデータセンター

「パワリコ」は、自然災害リスクの低い立地面の優位性、信頼
度の高いファシリティ、お客さまニーズに応じた提案型の運
用サービスを強みとし、首都圏や四国のIT、金融機関や地方
公共団体等のお客さまを中心にご利用いただいています。
また、拡大するクラウドサービスの利用ニーズに対応し
て、パワリコとメガクラウドを専用ネットワークで接続して
併用できるサービス「ST-WANダイレクトコネクト」なども
提供しています。

㈱STNetでは、四国内の主要都市を中心に、個人向け
光通信サービス「ピカラ光ねっと」を提供しています。提供
エリアを拡大し、2022年11月に愛媛県新居浜市・西条市、
2023年3月には四国中央市で営業を開始したことで、四
国内で需要密度の高い地域を概ねカバーしました。
また、最大通信速度10Gbpsの超高速「ピカラ光ねっと
10ギガプラン」の販売により、従来の1ギガプランからの
切替や新規加入が増加しています。RBB TODAY ブロー
ドバンドアワード※では、四国エリアで顧客満足度第1位の
評価を獲得するなど、安定した通信環境と価格のバランス
が支持されています。

ピカラ光ねっとの契約数の推移
（万件）

（年度）

①本社所在地別 ②業種別

首都圏
54％四国

34％

中京圏
7％

その他3％
関西圏2％

地方
公共団体
19％

情報通信事業
　当社グループは、電気事業で培った情報・通信の両分野に跨る技術・人材を強みとして、グループ会社の㈱STNetを中心に、
光通信事業等やデータセンター・クラウド事業等の拡大に取り組んでおり、ビジネスをサポートするICT基盤や、四国地域で
快適な暮らしを実現するサービスの提供を進めています。

IT
22％

その他
23％

製造
16％

金融機関
20％

RBB TODAY ブロードバンドアワード2022獲得実績

顧客満足度
四国エリアのキャリアで１位

契約継続の意向を示す顧客割合
全国のキャリアで１位

20

25

30

35

2020

32

2019

30

2021

34

2022

36

2018

27

ST-WANダイレクトコネクト提供イメージ

クラウド接続を利用した課題解決

従来のインターネット利用
お客さま拠点 インターネット

メガ
クラウド

セキュリティや通信
品質の確保が課題

ST-WANダイレクトコネクト利用
お客さま拠点

専用ネットワーク
（クラウド接続）

メガ
クラウド

信頼性の高い安定した
通信品質で接続

国際事業特設サイト For the Next Generation
https://www.yonden.co.jp/corporate/yonden/international_activities/

WWWWWW電気事業以外の事業
情報通信事業・国際事業を中心とした成長事業の拡大と、分散型エネルギーなどに着目した
新たな事業・サービスの拡大に取り組んでいきます。

事業活動による価値創造
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P.42－45参照

2020
実績

国際事業（経常利益）

0億円

40億円

2025
目標

2022
実績

14億円※

（年度）

事業運営方針

情報通信事業における個人向け通信事業やデータセンター・クラウド事業等の拡大
国際事業における新たな案件の獲得・開発
建設・エンジニアリング事業、ガス販売事業等における着実な利益の拡大
分散型エネルギーリソースを活用した新たな事業・サービスの創出

●

●

●

●

目標
情報通信事業（経常利益）

69億円 80億円

2020
実績

2025
目標

93億円

2022
実績

（年度）

71万kW

150万kW

2020
実績

2025
目標

89万kW※

2022
実績

（年度）

電気事業以外の事業については、成長分野と位置付ける情報通信事業、国際事業を軸に事
業領域・市場エリアの拡大を図っており、リスク管理に留意しながら、着実な利益の積み増
しを目指しています。

国際事業（持分容量）

※ 持分容量のうち、運転開始済のものは約41万kW

※ ㈱イードが主催する、利用者アンケート調査により満足度の高い通信事業者を選出
するアワード

※ 投資損失を除く

その他事業［建設・エンジニアリング事業等］（経常利益）

72億円 70億円

2020
実績

2025
目標

89億円

2022
実績

（年度）

法人向けデータセンター「　　　　（パワリコ)」・
クラウド事業個人向け光通信事業「　　　  （ピカラ光ねっと）」

データセンター事業の顧客属性（2023年3月末）

　㈱STNetでは、デジタル化やクラウド化の進展、DXニー
ズの高まり等を追い風に、法人向けデータセンター・クラ
ウド事業を拡大しています。
　香川県高松市に立地する西日本最大級のデータセンター
「パワリコ」は、自然災害リスクの低い立地面の優位性、信頼
度の高いファシリティ、お客さまニーズに応じた提案型の運
用サービスを強みとし、首都圏や四国のIT、金融機関や地方
公共団体等のお客さまを中心にご利用いただいています。
　また、拡大するクラウドサービスの利用ニーズに対応し
て、パワリコとメガクラウドを専用ネットワークで接続して
併用できるサービス「ST-WANダイレクトコネクト」なども
提供しています。

　㈱STNetでは、四国内の主要都市を中心に、個人向け
光通信サービス「ピカラ光ねっと」を提供しています。提供
エリアを拡大し、2022年11月に愛媛県新居浜市・西条市、
2023年3月には四国中央市で営業を開始したことで、四
国内で需要密度の高い地域を概ねカバーしました。
　また、最大通信速度10Gbpsの超高速「ピカラ光ねっと
10ギガプラン」の販売により、従来の1ギガプランからの
切替や新規加入が増加しています。RBB TODAY ブロー
ドバンドアワード※では、四国エリアで顧客満足度第1位の
評価を獲得するなど、安定した通信環境と価格のバランス
が支持されています。

ピカラ光ねっとの契約数の推移
（万件）

（年度）

①本社所在地別 ②業種別

首都圏
54％四国

34％

中京圏
7％

その他3％
関西圏2％

地方
公共団体
19％

情報通信事業
　当社グループは、電気事業で培った情報・通信の両分野に跨る技術・人材を強みとして、グループ会社の㈱STNetを中心に、
光通信事業等やデータセンター・クラウド事業等の拡大に取り組んでおり、ビジネスをサポートするICT基盤や、四国地域で
快適な暮らしを実現するサービスの提供を進めています。

IT
22％

その他
23％

製造
16％

金融機関
20％

RBB TODAY ブロードバンドアワード2022獲得実績

顧客満足度
四国エリアのキャリアで１位

契約継続の意向を示す顧客割合
全国のキャリアで１位
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2020

32

2019

30

2021

34

2022
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2018

27

ST-WANダイレクトコネクト提供イメージ

クラウド接続を利用した課題解決

従来のインターネット利用
お客さま拠点 インターネット

メガ
クラウド

セキュリティや通信
品質の確保が課題

ST-WANダイレクトコネクト利用
お客さま拠点

専用ネットワーク
（クラウド接続）

メガ
クラウド

信頼性の高い安定した
通信品質で接続

国際事業特設サイト For the Next Generation
https://www.yonden.co.jp/corporate/yonden/international_activities/

WWWWWW電気事業以外の事業
情報通信事業・国際事業を中心とした成長事業の拡大と、分散型エネルギーなどに着目した
新たな事業・サービスの拡大に取り組んでいきます。

事業活動による価値創造
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電気事業以外の事業
［成長事業の拡大］

事業活動による価値創造

建設・エンジニアリング事業、ガス販売事業など

ガス販売事業

当社グループでは、電力関連工事で培った建設・エンジニアリングの技術力を活用して、全国各地で再生可能エネルギー
関連施設の建設・運営をしているほか、官公庁・民間向けの設備工事等を受注しています。また、ガス販売事業や介護事業な
ども展開しています。

当社グループでは、四国域内の石油・石炭による熱需
要の燃料転換ニーズ等を発掘し、液化天然ガス（LNG）の
販売を進めています。
具体的には、香川県の坂出LNG基地において、ガス導

管やローリーによるガス販売を行っています。また、愛媛
県の新居浜LNG基地（2022年運転開始）では、住友化学
愛媛工場へのガス販売のほか、隣接する西条市までガス
導管を敷設し、沿線需要家への販売を順次拡大中です。
このほか、四国中央市でも、大阪ガス等と共同出資した四
国セントラルエナジー㈱が、産業用のお客さまへガス導
管による販売を実施しています。

介護事業

　四電ビジネス㈱では、子会社を通じて、介護付き有料老
人ホーム「よんでんライフケア」の運営（四国内で計3施
設）や介護サービスの提供を行っており、高齢化社会の
ニーズに合わせて、介護事業を拡大しています。
　事業を通じて蓄積したノウハウを活かし、2023年度に
は、当社の遊休地を活用したサービス付き高齢者向け住
宅※「グレイスベース高松」を新たに開設しました。

建設・エンジニアリング事業

　四電エンジニアリング㈱は、全国各地において風力やバ
イオマス、太陽光発電などのＥＰＣ（設計・調達・建設）やＯ
＆Ｍ（運転保守）などに取り組んでおり、至近では、北海道
道北の「特定風力集中整備地区」における蓄電池(出力
240MW/容量720MWh)を備えた変電所等の建設工事
や、同地区に建設された川南ウインドファーム(容量8万
kW)の電気工事を請け負うなど、順調に受注を拡大して
います。
㈱四電工は、Ｍ＆Ａを通じて首都圏や関西圏での事業基

盤をさらに固め、より積極的な受注獲得や事業領域の拡
大を図っています。
㈱四電技術コンサルタントは、総合コンサルティング会

社の強みを活かし、官公庁の道路や河川構造物等の設計
を中心に四国域内で受注を拡大しています。

新居浜LNG基地

北海道道北地区　蓄電池を備えた北豊富変電所

川南ウインドファーム　風車サイト

国際事業
   国際事業については、成長分野の一つと位置付け、リスク管理を徹底しながら、長期電力販売契約が付帯する案件を基本
に、新たなＩＰＰ※案件の開発・発掘を積極的に進めています。
   また、さらなる事業拡大に向けて、当社グループの技術・経験を活用できる地域熱供給事業や蓄電池事業などの事業領域
への参画について検討しています。
※ 独立系発電事業者

※ 数値は持分容量（2023年6月末） 

事業の参画状況　（2023年6月末）

　2008年にカタールで最初のIPP事業に参画して以降、中東地域で
火力発電を中心に取り組んできました。近年は、リスク分散の観点か
ら、アジア・欧米地域に事業エリアを広げるとともに、市場拡大が見
込まれる再生可能エネルギー案件の獲得にも注力しており、参画案
件の持分容量は、 2023年6月末で92万kWとなっています。
　今後は、持分容量を2025年度に150万kW、2030年度には200
万kW程度とする目標達成に向けて、獲得案件を積み上げていくこ
とで、利益の拡大を図っていきます。

事業ポートフォリオ

中東 アジア･欧米･その他

再エネ

火力

9万kW

32万kW51万kW
エリア
拡大

電源種
拡大

事業
エリア

電源
種別

主な事業の参画状況

※ バリアフリー構造を有し、高齢者を支援する介護・医療サービス等を提供する住宅

火力

持分容量：83万kW　（うち全面運開済：65万kW）

参画事業の例：UAE国ハムリヤLNG火力

出力：180万ｋW（当社持分：27万ｋW ） 

　2023年5月に全面運開した、高効率ガスタービン
を採用したコンバインドサイクルの天然ガス火力発電
所です。UAE国シャルジャ首長国電力・水庁との長期
売電契約に基づき、2046年まで全量を販売します。

再生可能エネルギ―

持分容量：9万kW　（うち全面運開済：6万kW）

参画事業の例：ベトナム国フーイエン太陽光

出力：21.4万ｋW（当社持分：3.2万ｋW ） 

　ベトナム国で2019年に運開した太陽光発電事業
です。ベトナム電力公社と2039年までの長期売電契
約を締結しており、安定的な収益を期待できることか
ら、2023年5月に事業参画しました。

国際事業特設サイト For the Next Generation
https://www.yonden.co.jp/corporate/yonden/international_activities/
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電気事業以外の事業
［成長事業の拡大］

事業活動による価値創造

建設・エンジニアリング事業、ガス販売事業など

ガス販売事業

　当社グループでは、電力関連工事で培った建設・エンジニアリングの技術力を活用して、全国各地で再生可能エネルギー
関連施設の建設・運営をしているほか、官公庁・民間向けの設備工事等を受注しています。また、ガス販売事業や介護事業な
ども展開しています。

 　当社グループでは、四国域内の石油・石炭による熱需
要の燃料転換ニーズ等を発掘し、液化天然ガス（LNG）の
販売を進めています。
　具体的には、香川県の坂出LNG基地において、ガス導
管やローリーによるガス販売を行っています。また、愛媛
県の新居浜LNG基地（2022年運転開始）では、住友化学
愛媛工場へのガス販売のほか、隣接する西条市までガス
導管を敷設し、沿線需要家への販売を順次拡大中です。
このほか、四国中央市でも、大阪ガス等と共同出資した四
国セントラルエナジー㈱が、産業用のお客さまへガス導
管による販売を実施しています。

介護事業

　四電ビジネス㈱では、子会社を通じて、介護付き有料老
人ホーム「よんでんライフケア」の運営（四国内で計3施
設）や介護サービスの提供を行っており、高齢化社会の
ニーズに合わせて、介護事業を拡大しています。
事業を通じて蓄積したノウハウを活かし、2023年度に

は、当社の遊休地を活用したサービス付き高齢者向け住
宅※「グレイスベース高松」を新たに開設しました。

建設・エンジニアリング事業

　四電エンジニアリング㈱は、全国各地において風力やバ
イオマス、太陽光発電などのＥＰＣ（設計・調達・建設）やＯ
＆Ｍ（運転保守）などに取り組んでおり、至近では、北海道
道北の「特定風力集中整備地区」における蓄電池(出力
240MW/容量720MWh)を備えた変電所等の建設工事
や、同地区に建設された川南ウインドファーム(容量8万
kW)の電気工事を請け負うなど、順調に受注を拡大して
います。
　㈱四電工は、Ｍ＆Ａを通じて首都圏や関西圏での事業基
盤をさらに固め、より積極的な受注獲得や事業領域の拡
大を図っています。
　㈱四電技術コンサルタントは、総合コンサルティング会
社の強みを活かし、官公庁の道路や河川構造物等の設計
を中心に四国域内で受注を拡大しています。

新居浜LNG基地

北海道道北地区　蓄電池を備えた北豊富変電所

川南ウインドファーム　風車サイト

国際事業
国際事業については、成長分野の一つと位置付け、リスク管理を徹底しながら、長期電力販売契約が付帯する案件を基本

に、新たなＩＰＰ※案件の開発・発掘を積極的に進めています。
また、さらなる事業拡大に向けて、当社グループの技術・経験を活用できる地域熱供給事業や蓄電池事業などの事業領域
への参画について検討しています。
※ 独立系発電事業者

※ 数値は持分容量（2023年6月末）

事業の参画状況　（2023年6月末）

2008年にカタールで最初のIPP事業に参画して以降、中東地域で
火力発電を中心に取り組んできました。近年は、リスク分散の観点か
ら、アジア・欧米地域に事業エリアを広げるとともに、市場拡大が見
込まれる再生可能エネルギー案件の獲得にも注力しており、参画案
件の持分容量は、 2023年6月末で92万kWとなっています。
　今後は、持分容量を2025年度に150万kW、2030年度には200
万kW程度とする目標達成に向けて、獲得案件を積み上げていくこ
とで、利益の拡大を図っていきます。

事業ポートフォリオ

中東 アジア･欧米･その他

再エネ

火力

9万kW

32万kW51万kW
エリア
拡大

電源種
拡大

事業
エリア

電源
種別

主な事業の参画状況

※ バリアフリー構造を有し、高齢者を支援する介護・医療サービス等を提供する住宅

火力

持分容量：83万kW （うち全面運開済：65万kW）

参画事業の例：UAE国ハムリヤLNG火力

出力：180万ｋW（当社持分：27万ｋW ）

　2023年5月に全面運開した、高効率ガスタービン
を採用したコンバインドサイクルの天然ガス火力発電
所です。UAE国シャルジャ首長国電力・水庁との長期
売電契約に基づき、2046年まで全量を販売します。

再生可能エネルギ―

持分容量：9万kW （うち全面運開済：6万kW）

参画事業の例：ベトナム国フーイエン太陽光

出力：21.4万ｋW（当社持分：3.2万ｋW ）

ベトナム国で2019年に運開した太陽光発電事業
です。ベトナム電力公社と2039年までの長期売電契
約を締結しており、安定的な収益を期待できることか
ら、2023年5月に事業参画しました。

国際事業特設サイト For the Next Generation
https://www.yonden.co.jp/corporate/yonden/international_activities/
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足元で重点的に実施・検討している取り組み※1

●住友商事との合弁会社「Sun Trinity合同会
社」を中心とした全国での太陽光PPA事業
●オフサイトコーポレートPPA※2の発電量予測
やインバランス精算の代行サービス

PV関連

●分譲マンション・自治体・法人向けのEV普通
充電サービス「EV-ery Charge」
●EVリース・充電器・CO₂フリー電気のワンス
トップ提供

EV関連

●お客さま保有の自家発電設備や蓄電池等の
リソース活用による、容量市場・需給調整市
場等での収益化

VPP
関連

分散型エネルギー事業

電気事業以外の事業
［新たな事業・サービスの拡大］

事業活動による価値創造

　当社グループでは、2050年カーボンニュートラルに向けて、電気エネルギーのさらなる活用を推進しています。これま
での電化の推進はもとより、エネルギー利用の高度化・多様化の観点から、技術革新や社会・お客さまニーズの変化に伴い
拡大していく分散型エネルギーリソースに着目し、新たな事業やサービスの創出に取り組んでいます。

※1 PV（太陽光発電）、EV（電気自動車）、VPP（仮想発電所）
※2 需要地ではないオフサイトに設置された再エネ電源の電力を、一般の電力系統を介
して需要地に供給する方式

サステナビリティを高める事業経営
（ESGの取り組み）

■ 社長を委員長とする「サステナビリティ推進会議」のもとで、事業活動と連動性の高いESG課題を特定し、
社会的責任を果たしながら、持続的な価値創造を推進することにより、企業価値向上を目指していきます。

・P.47　サステナビリティを高める取り組み
・P.48　E ： 環境問題への対応
・P.55   S ： 地域共生活動の推進、従業員活力の維持・向上
・P.61   G：コーポレートガバナンスの充実・強化

事業展開の方針

　需要家側エネルギーリソースが拡大し、取引形態の多
様化が進んでいくものと見込まれることから、当社グルー
プのリソースと提携企業の技術・ノウハウを融合させなが
ら、段階的に事業の高度化を図っており、 最終的にはエネ
ルギー関連複合サービスの展開を念頭に、分散型エネル
ギー事業に取り組んでいます。

デマンド・レスポンス（ＤＲ）

　報酬型DRは、当社が指定する日時に電気の使用量を
抑制していただくことで、電力需給バランスの改善を図る
とともに、お客さまには抑制量に応じた報酬をお支払いす
る仕組みです。当社とお客さま双方にメリットがあること
から、継続的に取り組みを展開していく予定です。

蓄電池事業

　2023年6月に、愛媛県において、蓄電池事業の実施に
向けた事業会社「松山みかんエナジー合同会社」をＣＨＣ 
Ｊａｐａｎ㈱と共同で設立しました。
　本事業では、当社の松山太陽光発電所に隣接して蓄電
所（定格出力12MW/定格容量35.8MWh）を建設し、調
整力を取り扱う需給調整市場に応札することなどで収益
を得ることとしており、運転開始は2025年度を予定して
います。

STEP1
STEP2

STEP3

蓄電池・EVの
拡大

エネルギー関連
複合サービス
提供

分散型エネルギー事業に係る知見の蓄積等

VPP・デジタル
技術活用

①DR要請

②DR応動

③報酬支払

報酬型DR契約

四国電力
・安定供給
・再エネ拡大
・電力市場からの
新たな収入

お客さま
・社会貢献
・省エネ
・ＤＲ報酬による
新たな収入

　愛媛県および三浦工業㈱と連携協定を締結し、松
山太陽光発電所の構内で四国初の水素サプライチ
ェーンモデル構築プロジェクトに取り組んでいます。
同プロジェクトでは、松山太陽光発電所で発電した
CO₂フリー電気を用いて水素を製造し、三浦工業㈱
の水素ボイラに供給することで、グリーン水素製造や
水素利用に関するノウハウを蓄積していきます。

水素サプライチェーンモデル構築に向けた取り組み
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